
第７回奈良県税制調査会資料

平成２６年１０月２１日（火）
午後４時１５分～ 奈良県庁第一応接室

奈良県総務部税務課

１ ゴルフ場利用税 薄暮、ハーフ利用等軽減制度の導入について・・・１
・検討結果を説明

２ 前回の税制調査会で提起された話題・・・・・・・・・・・・・・１３
・奈良県におけるパチンコの売上規模について
・土地流動化税制
・自動車通過税

３ 自動車税身体障害者減免にかかる上限設定について・・・・・・・１９
・コンセプト出し、改正素案提示、影響額試算 等

４ 論文集「望ましい地方税のあり方」出版について・・・・・・・・２８



【浪越総務部長】
ゴルフ場利用税の廃止は、市町村の貴重な財源であることから、期待にお応えできるか難しい。
現在、ハーフ利用にかかる税の研究を行っているところであり、前向きに検討していきたい。

【奈良県ゴルフ連盟荻須会長】
少しでもゴルフ場へのお客さんが増えるような税制となるのであれば協力したい。

税制調査会の議論

【荒井知事】
ゴルフ場利用税は、ゴルフ業界からは、スポーツ振興を阻害すると廃止の要望が毎年あって、すご

く抵抗のある税金である。
最近ハーフだけするプレーヤーが増えていると聞くが、ハーフのみのプレーであれば、ゴルフ場利

用税を半額にするということができないか。
税制調査会から答申いただけるのであれば、後押ししていただければありがたい。
導入により減収になる市町村が抵抗も予想されるが、別の交付金・補助金などとの抱き合わせで補

填すれば、抵抗は少なくなると思う。

【上村委員】
実態を知りたい。

【前田副知事】
他府県の状況、顧客のニーズ等を調査して、今後の税制調査会で議論することとする。

平成26年6月5日 第６回奈良県税制調査会
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平成26年８月１日 奈良県ゴルフ連盟からゴルフ場利用税の要望時

１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について現在の本県の軽減制度 １ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

現在、本県が導入している地方税法に基づく非課税措置及び条例による不均一課税措置は、以下のとおり。
平成15年度の税制改正により、高齢者、ジュニア、障害者、学生等特定の利用者のための非課税措置は充実した反

面、薄暮利用、ハーフ利用等利用形態を理由にした軽減制度の非課税措置はなく、公益上理由があるとして各都道府
県の条例より行われているところ。（本県では、「薄暮利用」、「ハーフ利用」が未導入。）

利用内容 ～Ｈ１４ Ｈ１５～

高等学校、大学等の生徒・学生及び教員の保健体育科目の実技又は公認
の課外活動

１／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

非課税

学生ゴルフ連盟又は高等学校ゴルフ連盟が主催する競技会 １／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

１／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

※　18歳未満は非課税

身体
障害者

身体障害者福祉法第4条に規定する者 １／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

非課税

その他
地方税法第23条第1項第9号に規定する者
（身体障害者を除く）

非課税

年齢７０歳以上の者 １／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

非課税

年齢１８歳未満の者 非課税

スポーツ振興法第6条第1項に規定する国民体育大会及びその予選会への
参加選手

１／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

非課税

国民体育大会に準ずると知事が認める競技会

早朝の利用で一定の時間内（通常のスタート開始時刻）に利用を終了しなけ
ればならないもの

降雪、豪雨等の自然現象によりクローズされたため途中中断しその日のうち
に継続することができないもの

夕方の利用で一定の時刻（通常の終了時刻）以降に利用を開始し、日没まで
に終了するもの（薄暮利用）

ハーフ利用（利用するホールの数が９以内であるもの。早朝、薄暮利用に該
当するものを除く。）

※「非課税」：地方税法によるもの、「軽減」：奈良県税条例によるもの

ゴルフ場利用税の非課税制度と条例による不均一課税

その他

１／２軽減
（利用料金1/2以上軽減）

１／２軽減
（利用料金1/2以上軽減）

１／２軽減
（利用料金1/5以上軽減）

学生等

利用形態・利用者

障害者

国民体育大会等

ジュニア

高齢者



現在の本県の軽減制度

「ハーフ or 料金が通常料金の半額」であっても、税額に変更はない。
※ハーフとは、「１８ホール以上を有するゴルフ場における利用行為で、利用するホールの数が９以内であるもの（早朝、薄暮利用に該当するも

のを除く）」

原 則

【地方税法】
第75条 ゴルフ場利用税は、ゴルフ場の利用に対し、利用の日ごとに定額によって、当該ゴルフ場所在の道府県においてその利用者に課する。
第76条 ゴルフ場利用税の標準税率は、一人一日につき○○円とする。

一定の要件を満たすもののみ軽減措置（税率２分の１）の適用がある。

【奈良県税条例】
第83条 ゴルフ場利用税の税率は、一人一日につき、次の各号に掲げる等級の区分に従い、それぞれ当該各号に定める金額とする。(各号略)
３ 次に掲げるゴルフ場の利用に対して課するゴルフ場利用税の税率は、当該利用に対する利用料金が当該ゴルフ場の通常の利用料金に比較して５分の１

(第２号に掲げる利用にあつては、２分の１)以上軽減した額で定められている場合は、第１項の規定にかかわらず、１人１日につき、同項各号に定める金額
の２分の１の金額とする。

二 利用時間、利用場所等の制限があるゴルフ場の利用で知事の定める要件を備えるもの

例外（軽減措置）

【総務部長通達「ゴルフ場利用税の特例措置について」】
１ 特例措置の対象となる利用の範囲

奈良県税条例第83条第3項に定めるゴルフ場の利用に対して課するゴルフ場利用税の特例措置は次に掲げるゴルフ場の利用で２に定めるところに
より利用料金が軽減されるものに適用する。
(2) 利用時間、利用場所等の制限があるゴルフ場の利用で次に掲げるもの

ア 早朝の利用で一定の時間内に利用を終了しなければならないもの
２ 利用料金の軽減等

特例措置は、条例第83条第3項各号に掲げる利用に対する利用料金が当該ゴルフ場の通常の利用料金に比較して、５分の１（同項第２号に掲げる利
用にあっては、２分の１）以上軽減されている場合に適用する。
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

早朝利用のみ

【地方税法】
第６条 ２ 地方公共団体は、公益上その他の事由に因り必要がある場合においては、不均一の課税をすることができる。

【地方税法及び同法施行に関する取扱通知】

次に掲げるゴルフ場の利用については、利用料金が通常の利用料金に比較して、少なくとも２割以上軽減されている場合に限り、ゴルフ場利用税の税率
は、２分の１の率によることが適当であること。また、早朝利用等その他利用について制約があるものについても、別に利用料金の定めがあってその利用
料金が通常の利用料金に比較して著しく低い場合には、これに準じて取り扱うことが適当であること。
※ 「次に掲げるゴルフ場の利用」は、平成15年度までの税制改正において非課税規定導入済み。



他府県の導入状況や税収動向について

種別 導入 未導入

早朝利用
早朝から一定の時間内にプレーを終了しなければ

ならず、あるいは特定のコースしか利用できない等、
通常の利用者に比較して利用条件の制約を受ける
もの。

右以外の
４５都道府県

神奈川県、愛媛県

薄暮利用
一定の時刻以降から薄暮時までしかプレーできず、

あるいは特定のコースしか利用できない等、通常の
利用者に比較して利用条件の制約を受けるもの。

右以外の
４１都府県

北海道、埼玉県、神奈川県、奈良
県、愛媛県、熊本県

ハーフ
早朝・薄暮利用とは異なり、単純に利用するホー

ル数が９以内のもの。

福島県、茨城県、神
奈川県、静岡県、熊
本県

左以外の４２都道府県
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奈良県では、これまで早朝利用にかかる特例措置を導入していたが、ほとんど実績がない。
一方で、他都道府県は薄暮利用や制限のないハーフ利用を導入しているものの、当該制度の導入に

よる税収の影響の把握は困難であることから、今年９月に、他都道府県に対し以下の項目につきアン
ケート調査（内容は章末を参照。）を実施した。

＜調査項目＞
・薄暮利用及びハーフ利用に関する導入状況
・導入の影響
・外部者との協議 等

１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

奈良県
未導入

奈良県
導入済

奈良県
未導入

他府県の導入状況



早朝、薄暮、ハーフともに、各都道府県とも導入時期が古く、導入による影響は不明である都道府
県が多数であった。

以下、利用者や税収の動向に関するアンケート回答（抜粋）。
◆早朝と薄暮ともに導入している都府県では、ほとんどの利用者が薄暮利用。

⇒ 薄暮利用の需要あり。
◆薄暮利用とハーフ利用は、ともに、増収側へ傾く可能性は低いのではないか。

・ 「薄暮利用」について、通常利用者が薄暮利用にシフトすることは考えにくいため、大きな減収
にはならないのではないか。

⇒ 税収への影響（減収側）は少ない。
・ 「ハーフ利用」について、全体の課税利用人員の大幅な減少がないにもかかわらず、ハーフ利

用の制度導入により減収に転じた実績をみると、ハーフ利用の制度導入によるものと考えられ
るのではないか。

⇒ 減収への影響があった。
・ また、18ホール以上のゴルフ場における９ホールの利用は、利用者側から主流とは言えず、利

用人員増加の要因とはならないと考えられるのではないか。
⇒ 税収への影響（増収側）は考えにくい。

他府県の導入状況や税収動向について
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

早朝・薄暮・ハーフ全体で、０．８％の減収（全国平均）。府県によりばらつきがあり近畿では、滋賀
▲1.0%、京都▲0.5%、大阪▲2.0%、兵庫▲0.9%、和歌山▲1.6%となっている。

早朝、薄暮、ハーフ等の軽減制度があれば適用したいといったプレーヤーのニーズの存在を考える
と、税収全体の２％程度の減収となる可能性がある。

現 状

アンケート結果の概要

薄暮需要を興し
増収目指す

減収可能性少ない

ハーフ導入による減収可能性を懸念

ハーフ導入によるメリットが疑問



制度改正へ向けて押さえておくべきポイント

・市場の潜在ニーズ及び団体（ゴルフ場協会等）の意向
⇒ 一部の企業から、ハーフ利用の要望有。一定の需要がある。

・全国の軽減状況 ⇒ 早朝、薄暮利用軽減が多くの団体で適用。
・導入後の税収見込 ⇒ 近畿府県では、0.5～2.0％の減収となる見込み
・市町村の理解 ⇒ 不明（減収になる市町村の理解を得るのは困難か。）

アンケート結果からわかったこと

【薄暮での軽減】
根拠：プレーヤーの利用に制限が課されていること
要件（例）：・ナイター設備は除外すべき ⇒ ２／４５中

・通常の利用以外に限る（時間制限） ⇒ ３１／４５中
・ホール数の制限設定（９ホールのみ） ⇒ １１／４５中
・セルフのみに限定 ⇒ ９／４５中
・利用料金の設定（１／２以下に限定） ⇒ ３６／４５中

【ハーフでの軽減】
根拠：地方税法の規定との整合性が問題
要件（例）：・ナイター設備は除外すべき ⇒ ０／５中

・通常の利用以外に限る（時間制限） ⇒ ０／５中
・ホール数の制限設定（９ホールのみ） ⇒ ５／５中
・セルフのみに限定 ⇒ １／５中
・利用料金の設定（１／２以下に限定） ⇒ ４／５中

導入に当たっての検討事項及び他府県での要件
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

時間制限・利用料金
に制限がある。

ホール数・利用料金
に制限がある。



特例措置（軽減）の考え方

原則的には、軽減することはできない。
税軽減する場合には公益性が必要（地方税法第６条第２項による不均一課税）

・公益上その他の事由により課税を不適当とする場合
⇒ 広く住民一般の利益を増進すると認められる場合に限って行われるべき

・「公益上その他の理由」
(1)他の法律で本条を援用しているもの
(2) 総務省通達及び行政実例による本条の適用があるとされたもの

(ｱ)産業政策目的
(ｲ)社会政策目的
(ｳ)負担の均衡を考慮

※「地方税法総則逐条解説」から抜粋

課税ベースの拡大という観点から制度改正を行うことは可能。

税収増となる可能性のあるとき
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

税収減となる可能性のあるとき

薄暮利用

ハーフ利用

ゴルフ場利用料金は最近十年で大きく低下しており、今や富裕層のみの限定されたスポーツではなくなってきてい
ること、ゴルフ利用料金のうち７割以上は高齢者が占めていること、などから考えると、超高齢社会に突入した現時点
では、以前と比べてより手軽なスポーツとなったともいえる。

「薄暮利用」及び「ハーフ利用」の軽減措置の導入は、運動・スポーツを行う「きっかけづくり」としての役割を担い、ス
ポーツ人口の裾野が拡大することを期待するものであり、ひいては、「活き活きと安心して健やかに暮らせる健康長寿
の奈良県」に向けての一助になると考えられる。

健康長寿を目的としたゴルフ場利用税の軽減

健康長寿を目指した
軽減制度の導入へ



ゴルフ利用者等の統計資料

・ゴルフ場延利用者数の推移
⇒ バブル経済の崩壊以降減少傾向にあったが2004年再び上昇。

・プレーフィの推移
⇒ 2000年と比べると大きく低下し、低水準で推移。

・高齢者消費について
⇒ レジャー娯楽分野では、ゴルフ料金の消費は、高齢者が主体。
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について



全国の軽減状況
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ゴルフ場利用税 税収状況・不均一課税実施状況

１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について



導入にあたってのスケジュール

年度 ２６
２７

月 ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

県
の
動
き

民
間
側
の
動
き

条例改正
（必要に応じ）

税制調査会で議論

導入後の
税収見込

市町村への説明

全国の軽減状況調査

関係者へ
周知

新

制

度

施

行

プレーヤー動向調査
（最近の薄暮利用等）

団体（協会等）の
意向や要望まとめ

「ハーフ利用」の場合は、条例改正が必要となってくるため、以下のスケジュールで検討を
すすめていく。
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について



アンケート調査（案） １／２
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について



アンケート調査（案） ２／２
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１ ゴルフ場利用税 軽減制度の導入検討について

アンケート結果詳細は、

別添資料を参照



台数 ※1
売上（１台当）

（億円）
売上金額
（億円）

店舗数 従業者数
売上金額
（億円）

店舗数 ※1
売上（１台当）

（億円）
売上金額 

全国 4,611,714 188,960 6,595 170,326 173,476 11,893 188,960

奈良県 24,832 1,017 40 939 876 102 1,621

全国比 0.54% 0.54% 0.61% 0.55% 0.50% 0.86% 0.86%

0.041 15.888

パチンコ機械台数を基にした推計額 パチンコ店舗数を基にした推計額H24経済センサス活動調査結果

① 奈良県のパチンコホールの売上（推計）の全国比は、H24経済センサス活動調査の売上の全国比より大きい。

人口と比較して、奈良県のパチンコ機械台数、店舗数、パチンコを娯楽とする人の割合は少ない。②

→ 人口と比較して、パチンコ機械台数、店舗数が少ないこと等から、奈良県のパチンコホールの売上が少なく
なっていると考えられる。

①奈良県のパチンコホールの売上（推計）

※1   H25年全国遊技場店舗数及び機械台数（警察庁調）より
※2   一般社団法人日本遊技関連事業協会調より

※2 ※2

人口※1
パチンコ

機械台数※2
パチンコ
店舗数※2

パチンコを娯楽
とする人数※3

全国 128,057,352 4,611,714 11,893 11,373
奈良県 1,400,728 24,832 102 105
全国比 1.09% 0.54% 0.86% 0.92%

②人口とパチンコ機械台数等との比較

（参考１） H21経済センサス基礎調査結果とH24経済センサス活動調査結果の比較

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
売上金額

（百万円）
全国 11,835 309,679 6,595 170,326 17,347,604
奈良県 88 2,273 40 939 87,576
全国比 0.74% 0.73% 0.61% 0.55% 0.50%

H21経済センサス基礎調査 H24経済センサス活動調査

※1   H22国勢調査より
※2   H25年全国遊技場店舗数及び機械台数（警察庁調）より
※3   H23年H23年社会生活基本調査・趣味娯楽の種類別行動者数(総務省調）より

平成25年中における風俗関係事犯の取絞状況等について（警察庁調）より

（参考２）最近５年間におけるぱちんこ等営業の営業所数の推移

奈良県におけるパチンコの売上規模について ２ 前回の税制調査会で提起された話題
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平成３年度税制改正時の土地税制改革における地課税導入に至る議論のなかで、低未利用地課税の導入が検討された。

低未利用地課税について ２ 前回の税制調査会で提起された話題

低未利用地課税について
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低未利用地課税の考え方と検討の結果採用されなかった理由

検討の結果、採用は見送られたが、土地税制のあり方についての基本答申において、「土地政策の観点からは、土地の有効利用
の促進を重視すべきであり、その意味で土地税制のあり方についても低未利用地課税を中心とした検討が必要である。」との意見
も付された。

低未利用地課税について ２ 前回の税制調査会で提起された話題
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土地を流動化させる税制の検討について

１．施業放置林解消の為の「施業放置林対策推進税（市町村税）」の創設

課税客体 ： ①個人又は法人が所有する施業放置林の土地

税収使途 ： 施業放置林の整備

課税標準 ： 土地の評価額

納税義務者： 施業放置林の土地の所有者、森林整備以外の使用目的で林地を所有する者

税額の計算 ： 土地の評価額×１％（保安林、県森林環境税を財源に整備された森林の施業放置について重課するか検討）

施行放置林の所有、資産保有・投資目的の売買等による所有に課税することにより、災害の防止、未利用地の解消、森林の集約化による
林業の効率化、その他の森林の公益的機能の維持増進を図る。

【制度イメージ】

①地域森林計画等を相当程度具体的に定めた実効性のある土地利用計画として整備する必要がある。

②森林法（伐採計画・造林計画）の規制について、市町村に於いて制度を十分に活用する必要がある。また未届者への対応や、売買捕捉に係る
新たな制等の創設が必要がある。

③施業放置林の確認等の徴税コストが不明である。

土地基本法において、①土地についての公共の福祉優先②適正な利用及び計画に従った利用③投機的取引の抑制④価値の増加に
伴う利益の増加に応じた適切な負担、が明らかにされていることから、災害の防止及び遊休地の解消を目的とした税制度を講ずる。

②県森林整備計画区域内等の林地で森林整備以外の使用目的で所有しているもの

【制度導入への課題】

２．空き家対策の為の「奈良県低利用住宅対策推進税（県税）」の創設

実効性のある土地利用計画を基に外形的な基準により遊休地であるか判定を行うため、施業放置林及び空き家という利用度を判定
をしやすい資産について、以下１、２の遊休地流動化税制を検討。

空き家のある土地の所有に課税することにより、災害の防止、土地の有効利用を図り、地域住民の生活環境の保全を図る。

【制度イメージ】
課税客体 ： 個人又は法人が所有する空き家の土地
税収使途 ： 空き家対策及び市町村への交付（税収の７割）

課税標準 ： 土地の評価額
納税義務者： 空き家の土地の所有者

税額の計算 ： 土地の評価額×１％（保安林、県森林環境税を財源に整備された森林の施業放置について重課するか検討）
【制度導入への課題】

①実効性のある土地利用計画の有無及びその利用計画の根拠となる法律、条例の制定が必要となるので、各自治体で「空き家対策条例」を定
めるか、現在自民党が議員立法で国会提出を目指している空き家対策特別措置法の成立に基づく計画が定められる必要がある。

②実効性のある空き家対策と併せて導入する必要がある。
③固定資産税の住宅軽減措置の解除を行う等の既存税制の運用（適正課税）でも同程度の効果が期待（新潟県見附市等の例）される。
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自動車通過税について

多くの大型車が名阪国道を利用することにより、沿道環境の悪化や一般道の交通渋滞を招いていることから、
県が通過税をとることを以下のとおり検討

自動車通過税について ２ 前回の税制調査会で提起された話題
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（仮称）奈良環境保全税のイメージ

自動車通過税について ２ 前回の税制調査会で提起された話題
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新しい身体障害者等減免制度について (概要)

現在、自動車税及び自動車取得税を対象に身体障害者減免制度を導入している。消費税の引上げ時に改正を予定している当該車体
課税の詳細については、平成２７年度税制改正に持ち越されたところ。

未だ詳細は不明であるが、現在の減免制度に影響し、予定されている自動車取得税の廃止と自動車税(環境性能割)制度については、
見直しが必要であるため検討を行う。

19

平成２６年９月１２日第11 回 自動車関係税制のあり方に関する検討会資料より

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定



新しい身体障害者等減免制度について (概要)

最近の総務省「自動車関係税制のあり方に関する検討会」の議論を見ても、最終的にどのような制度になるかは不明。現時点では以
下の通り想定し、検討を行うこととする。

20

税目 平成２７年１０月１日での制度 (仮設定)
自動車取得税 ・廃止

自動車税(排気量割) ・従来の自動車税と同じ制度・税率 (軽課・重課は本税に連動)

自動車税(環境性能割) ・取得価額を課税標準として、税率は省エネ法に基づく燃費基準値の達成度
に応じて、０～３％の間で変動
・課税時期は取得時(自動車登録時)

○自動車２税の新制度について

(額)

0

登録時 1 2 3 4 ～ 12 13 14

(年)

新しい自動車税のイメージ

排気量割

環境性能割

月割り

軽課

重課

取得価額を課税標準として、税率は燃費基準
値の達成度に応じて０～３％の間で変動

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定



494,342 493,722
489,007

477,494

461,247
451,926

444,408 439,938
434,023

429,05016,198
16,706

17,060 17,130
17,515

17,788
18,038 18,151 18,208 18,180

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

400,000

420,000

440,000

460,000

480,000

500,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

課税台数（左目盛） 身障減免台数（右目盛）

新しい身体障害者等減免制度について (概要)
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○全国の身体障害者減免の上限設定の状況について

身体障害者減免の上限設定については２７都府県で実施済み。近畿においては奈良・滋賀を除く大阪・兵庫・京都・和歌山で実施済
み。(滋賀県は２８年度から上限設定予定)

・・・上限額設定済

・・・検討中・検討予定

・・・検討予定なし

○全国的に、障害者減免に対して
上限額を設ける動きが主流に

10年間の課税台数・身障減免適用台数の推移(奈良県)

○奈良県の身体障害者減免の状況について

課税台数が年々減少する一方で、身体障害者等に係る減免適用台数は増加している。

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定



新しい身体障害者減免制度について (上限設定の意義)

22

○身体障害者減免の上限設定について

［減免の趣旨］
身体に障害があるため、日常生活を営むにあたり、歩行することが困難である身体障害者が自ら使用する自動車、～(中略)～は、当該

身体障害者等の日常生活にとって不可欠の生活手段となっているので、当該自動車税又は自動車取得税を減免することにより、当該身
体障害者等が身体障害又は精神障害を克服し、健全な者に伍して社会生活を営むことができるよう税制上の配意を加えようとするもの
であること。
(通達「身体障害者又は精神障害者に対する自動車税又は自動車取得税の減免について」)

現在の減免制度についての問題点

・低価格車であっても高級車であっても全額免除となっている。

減免の趣旨から見ても、生活手段のための車として高級車が必要な理由は無いのではないか。
高級車は基本的に排気量が高く税率も高いが、健全な者と比較して全額免除では公平であると言えるのか。

全額減免ではなく、上限設定を行う必要があるのでは無いか。

上限設定する場合の問題点

・上限設定の基準をどのように設定するのか。
・「排気量の高い車=財産価値が高い」という考え方から「排気量の高い車=環境負荷が高い」という考え方にシフトしているが、障害
者減免と環境負荷に対する課税と言うことが結びつくか。

特に新設される「環境性能割」について減免することは適当か。
・軽課・重課(特に重課)についての対応はどうするのか。
・上限設定をすることで、障害者等に負担を強いるだけであると受け取られないか。



●総排気量２．５リットルを超える主なもの ●総排気量２．５リットル以下の主なもの

HIACE WAGON クラウンベンツ ＦＩＴプリウス デミオ
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新しい身体障害者等減免制度について (排気量割)

○自動車税(排気量割)の上限設定について(案)
自動車税(排気量割)の上限は、上限設定のための理由により、税率(額)または排気量の２通りの設定が考えられる。
なお、現在総排気量２．５リットル以下の税率は４５，０００円である。(２７府県中２４府県が同じ設定)

案 設定内容

案Ａ１
排気量

乗用車の自家用について、上限を総排気量２．５リットル以下とする。
(乗用車以外(バス・トラック・小型３輪等)は乗用車相当の上限を設定する)

案Ａ２
税率(額)

上限を税率４５，０００円とする。

各案のメリット・デメリット

案 メリット デメリット

全額減免 ・今までと変わらない。 ・今までと変わらない。

案Ａ１
排気量

・軽課・重課等の扱いや税率が変わっても、対応しやすい。
(わかりやすい)

・バス等は別途設定しなければならない。

案Ａ２
税率(額)

・車の種類別に上限を設定しなくて良い。 ・軽課・重課等や税率が変わった場合、逐一条例改正が必要。

減免なし ・税収拡大。 ・福祉施策の後退。

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定



(税率)

45,000

0
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新しい身体障害者等減免制度について (排気量割)

条件を総排気量２．５リットル以下(45,000円以下)とした場合の状況は以下の通り。

H26.10.7減免台数 うち乗用車 うち乗用車以外

18,180 17,997 183

総排気量 台数 台数
1.0リットル以下 456

16,055～1.5リットル以下 7,305
～2.0リットル以下 5,472
～2.5リットル以下 2,822
～3.0リットル以下 1,001

1,942

～3.5リットル以下 530
～4.0リットル以下 115
～4.5リットル以下 152
～6.0リットル以下 140
6.0リットル超 4
計 17,997 17,997

排気量別減免台数(乗用車) (H26.10.7時点)

上限を超えるのは全体の約１１％。

課税となる部分

排気量割の上限設定のイメージ図

1.0
以下

1.5
以下

2.0
以下

2.5
以下

3.0
以下

3.5
以下

4.0
超

(リットル)

横幅は台数の割
合を表している

上限

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定
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新しい身体障害者等減免制度について (環境性能割)

○自動車税(環境性能割)の上限設定について(案)
自動車税(環境性能割)については、平成２６年度与党税制改正大綱に「取得価額を課税標準として、省エネ法に基づく燃費基準値の達

成度に応じて、０～３％の間で変動」とあるが、詳しい基準は不明である。
判明している部分で環境性能割の上限を設定する場合、以下の案が考えられる。

案 設定内容

案Ｂ１
排気量

乗用車の自家用について、上限を総排気量２．５リットル以下として、２．５リットル以下は全額減免、
２．５リットルを超えるものは全額課税とする。
(乗用車以外のバス・トラック・小型３輪等は乗用車相当の上限を設定する)
※「上限２．５リットル以下」は排気量割にあわせたもの

案Ｂ２
取得価額

上限を取得価額３，０００，０００円とする。
(自動車取得税において、２７府県中１４府県が同じ設定)

案Ｂ３
燃費基準値

上限を税率？％とする。

各案のメリット・デメリット

案 メリット デメリット

全額減免 ・今まで(取得税)と変わらない。 ・今まで(取得税)と変わらない。

案Ｂ１
排気量

・外車・中古車についても同じ基準で対応できる。 ・上限を超えたとたん全額課税となる。
(負担大)

案Ｂ２
取得価額

・公平性の観点から説明しやすい。 ・環境性能割であるにもかかわらず取得税と同じ扱いとなる。

案Ｂ３
燃費基準値

・不明 ・上限をどこにするかの判断が困難

減免なし ・税収拡大。 ・福祉施策の後退。

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定
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新しい身体障害者等減免制度について (環境性能割)

(税額)

9万

0 300万

(取得価額)

課税となる部分

案Ｂ１排気量でのイメージ 案Ｂ２取得価額でのイメージ

※税率を３％とした場合

環境性能割の税率を３％とした場合の例

例 案Ｂ１排気量の場合 案Ｂ２取得価額の場合

排気量3.0リットルで取得価額200万円 200万×税率3％=6万円課税 全額減免

排気量2.0リットルで取得価額500万円 全額減免 (500万－300万) ×税率3％=6万円課税

排気量3.0リットルで取得価額1000万円 1000万×税率3％=30万円課税 (1000万－300万) ×税率3％=21万円課税

案Ｂ１と案Ｂ２の関係性

案Ｂ１を採用した場合

300万以下 300万超

2.5Ｌ以下 全額減免 全額減免

2.5Ｌ超 全額課税 全額課税

案Ｂ２を採用した場合

300万以下 300万超

2.5Ｌ以下 全額減免 超過分課税

2.5Ｌ超 全額減免 超過分課税

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定
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新しい身体障害者等減免制度について (スケジュール)

○スケジュール

平成２８年度

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

新規減免

継続減免

平成２６年度 平成２７年度

自動車税減免

制度設計

税制改

正大綱

奈良県

税制調

査会

関係団

体説明

２月

議会

制度周知

システム改修

自動車税減免

自動車取得税減免

自動車税(排気量割)減免(月割)

新税制度

(環境性能

割)

自動車税(環境性能割)減免

更新申

請通知

及び新

制度周

知

自動車税(排気量割)減免

自動車税減免(月割)

自動車税減免(月割)

新減

免制

度適

用

３ 自動車税の身体祖障害者等減免の上限設定



 来月（１１月）の政府要望活動で活用予定

 全国の主要書店及びネット書店（アマゾン等）にて販売（予定）

 国立国会図書館に配置（予定）

・論文集発刊に寄せて（荒井知事）

・はしがき（林 宏昭教授）

 地方自治体の社会保障財源としての地方消費税の清算基準のあり方 （上村 敏之教授）

 地方消費税の清算による地域間格差への影響 （竹本 亨准教授）

 所得に対する住民税の課題 （林 宏昭教授）

 地方税に関する徴税・納税制度と納税協力費に関する研究 （横山 直子教授）

 地方政府における課税自主権の現状 （城戸 英樹准教授）

 地方法人税改革 （佐藤 主光教授）

 地方税改革の方向性 （鈴木 将覚主任研究員）

・資料 （これまでの税制調査会の検討内容）

・あとがきに代えて～奈良県税制調査会の発足について～（前田副知事）

「望ましい地方税のありかた」の出版について

各委員にご執筆いただいた論文と税制調査会として検討した内容を取りまとめ、平成26年11月に出
版する。今後は、国等への税制改正要望時、または税務研修時等における資料とする。
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書籍の構成

今後の予定

４ 望ましい地方税のありかた出版について



先生方から論文の寄稿をいただいている中で、上村先生、竹本先生、鈴木先生、佐藤先
生から地方消費税の清算基準についてご意見。概要は以下のとおり。

地方消費税の清算基準について（論文集）

【上村先生】
◆引上げ分の地方消費税

社会保障財源として位置づけるのであれば、引上げ分の清算
基準には社会保障に連動した基準を採用することが必要なので
はないか。

◆岩手県と奈良県の主張をもとに考察
岩手県：「従業者数」を「人口」に置き換え。
奈良県：「65歳以上人口」、「18歳以上人口」で清算

◆クロスボーダーショッピング問題

現行制度において、消費支出を基準とする統計はないが、近
似するように清算基準を見直すことは可能。

（例：昼夜間人口割合を考慮）

【竹本先生】
◆「清算」は「清算」と言えるのか

購入された場所での消費額に応じた税額こそが唯一絶対の正
しい地方消費税額という考えは誤り。

◆県外消費の影響

人々の「所得と消費は等しい」。「消費」の定義は「消費を行っ
た人の住所地の消費」でなければならないのに現在の清算はそ
のようになっていない。

◆市町村への交付金

人口と従業者数が全く同じ市町村でも、所在都道府県が異な
れば交付金額は大きく異なるが、これは公平という大原則に反し
ている。

◆政策提言

市町村交付金は、地方交付税制度との整合性等から、現状の
様なシンプルな方がよい。

都道府県清算は、その地域に住む人々の消費額に基づいた
方式に変更する方が望ましいが統計がない。そのため、直接的
に所得を反映した基準に変更すべき。（例：道府県民税所得割、
人口＆従業者数）

【鈴木先生】
◆ 地方消費税の問題について

□ 自治体間の税収格差は小さいが、都道府県間清算方法に
は以下の問題がある。
・清算基準は必ずしも最終消費にはなっていない。

・地方消費税引上げ分の使途が限定されているのに、清算基
準に全く反映されていない。

□ 社会保障財源となる引上げ分については、高齢化要因を考
慮に入れた基準に基づき地方に税収を分配するなどの対応
が考えられる。重要なのは社会保障費を必要としているところ
に消費税収を充てること。

【佐藤先生】
◆ 地方税としての地方消費税のジレンマ

（①自主財源、②引上げ分（社会保障財源））

・社会保障目的を掲げつつ、その自主財源としての性格と最終
消費地に拠る配分基準を維持することには論理的に無理が
ある。
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地方法人課税に関して、鈴木先生、佐藤先生からの論文概要

地方法人課税改革について（論文集）

【鈴木先生】
◆ 現在の地方法人税（※）は、地方税原則の多くを満たしていな
い。

・地方法人税の真の負担者と公共サービスを享受する居住者
が一致する保証はない。つまり、地方法人税の真の負担者と
公共サービスを享受する居住者が異なるのであれば、地方法
人税は応益原則を満たさない。

(※）地方法人税：平成26年度税制改正において新設された国税ではなく、法人
に対する地方税全般。この頁内同じ。

・課税ベースの高い移動性、税収の安定性、税収格差の観点
からも、地方法人税は相応しくない。

◆ 固定資産税は、応益性や累進性の面で望ましい性質を持って
いるが、負担者の移動性や土地以外の課税対象については、
一部課税ベースの移動性に配慮した課税のあり方の検討が必
要。

◆ 地方消費税の問題について（再掲）

□ 自治体間の税収格差は小さいが、都道府県間清算方法には
以下の問題がある。

・清算基準は必ずしも最終消費にはなっていない。

・地方消費税引上げ分の使途が限定されているのに、清算基準
に全く反映されていない。

□ 社会保障財源となる引上げ分については、高齢化要因を考
慮に入れた基準に基づき地方に税収を分配するなどの対応が
考えられる。重要なのは社会保障費を必要としているところに
消費税収を充てること。

【佐藤先生】
◆ 一体改革で残された課題（再掲）

・地方税としての地方消費税のジレンマ（①自主財源、②引上げ
分（社会保障財源））

・社会保障目的を掲げつつ、その自主財源としての性格と最終
消費地に拠る配分基準を維持することには論理的に無理があ
る。

◆ 地方法人課税の課題

・地方税制（税収の不安定、税源の地域間偏在、地域住民のコ
スト意識の欠如）

・グローバル経済（国際的に高い実効税率）

◆ 課税の誘因効果と帰結

・納税者各々は、自身の負担を抑えるように誘因づけられ、課
税は人々の勤労や投資の誘因にも影響する。

・それによる逸失利益は、しらずと経済の活力を奪っていく。さら
に他社への転嫁にもつながり、最終的には、税を負担するの
は、労働者や消費者などの生身の人間である。

◆ 地方税改革の具体案とその試算

・これまでの高い法人課税依存など、我が国の地方税は経済成
長に依存した仕組みであったが、経済成長を当然視する時代
はとっくに過ぎている。

・今後は、成長に支えられる税制から、これを支える税制への転
換が求められている。

・応益課税は、企業課税ではなく広く薄い課税を原則に地域住
民課税に徹するべき。
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地方消費税、地方法人課税以外のテーマで寄稿いただいた論文概要

その他のテーマ（論文集）

【城戸先生】
◆ 地方の課税自主権の状況について

・制度的制約と政治的要因
・超過課税と法定外税

【林先生】
◆ 所得割の個人住民税について

・現状把握と多方面からの課題の提起
比例税ではあっても所得の偏在状況だけでなく、所得控除後の課税標準の偏在を反映しており、課税最
低限のない消費税よりも偏在度は高くなるが、これは担税力としての課税標準のばらつきを示すもの。

・個人住民税の課題（課税対象と税率、金融資産からの所得、課税タイミング等）について、今後検討すべき
と考えられることを示唆。

【横山先生】
◆ 徴税・納税制度と納税協力費について

・納税協力費と納税意識の考察及び各税目間の比較（住民税及び地方消費税）
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今後のスケジュール

32

本県の自主的な税制

地方法人課税関係 地方消費税関係 課税自主権の活用（自動車税）

国の動向等
法人減税の議論とともに、政府税制調査会、与
党税制調査会等で議論。

（総務省）Ｈ２４経済センサス活動調査に基づく清
算基準への反映を検討中。（小売年間販売額・、
サービス業対個人事業収入額）

総務省の自動車関係税制のあり方に関する検
討会での議論が９月以降再開。

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

税制の偏在（格差）是正
時期

９月議会

１２月議会

２月議会
条例改正案議会提出

第８回 税制調査会

■あり方検討会での検討状況を踏まえ、条
例改正の考え方を整理

■御議論を踏まえて、条例改正案の策定

１２月中旬 Ｈ２７与党税制改正大綱発表

第９回 税制調査会

■奈良県税条例の改
正

ご意見を踏まえて
論点整理・データ整理

ご意見を踏まえて
論点整理・データ整理

政府要望

■関係団体への説明


